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　（１）審議概観

　第159回国会において本委員会に付託された法律案は、内閣提出５件（うち本院先議１

件）及び本院議員提出１件の合計６件であり、そのうち内閣提出５件を可決した。

　また、本委員会付託の請願２種類９件は、いずれも保留とした。

　〔法律案の審査〕

　近年、我が国においてはオオクチバス（通称ブラックバス）といった外来種が、全国に

分布し、在来魚を捕食する等の問題が取りざたされている。このような外来種による影響

は、在来種を絶滅の危機にさらすおそれがあり、特に生態系、農林水産業、人の生命・身

体等に悪影響をもたらす外来種は、侵略的外来種と呼ばれ、生物多様性を脅かす主要因の

一つとして国際的にも認識されている。1992年の生物多様性条約に外来種の導入防止、防

除等の必要性が盛り込まれて以来、多方面から外来種対策の重要性が指摘され、国内にお

いても早急な法整備が求められている。

　こうした情勢の中で提出された特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する

法律案（外来生物被害防止法案）は、本院先議に係るもので、海外から我が国に導入され

る生物が、我が国の生態系等に係る被害やそのおそれを生じさせている状況にかんがみ、

それらの外来生物を「特定外来生物」として政令で指定し、特定外来生物の飼養、栽培、

輸入その他の取扱いを原則禁止するほか、国等による特定外来生物の防除等の措置を講じ

ようとするものである。

　委員会においては、本院議員提出の外来生物種規制法案と一括して議題とし、特定外来

生物の選定基準、外来種の水際規制の重要性、地方公共団体等による防除の実施と財政的

支援措置、外来種問題についての国民への教育・普及啓発の重要性等について質疑を行っ

たほか、参考人から意見を聴取した。外来生物被害防止法案の質疑終局後、日本共産党よ

り生態系への被害防止を目的とし、予防原則の適用等を内容とする修正案が提出され、討



論の後、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案どおり可決された。なお、外来

生物種規制法案は、審査未了となった。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案は、硫酸ピッチの不適正な

保管やゴミ固形化燃料関連施設などにおける甚大な事故の発生など、最近における廃棄物

の処理をめぐる状況にかんがみ、その適正な処理を確保するため、指定有害廃棄物の処理

の禁止、特定の処理施設における事故時の措置、罰則の強化等を講じようとするものであ

る。委員会においては、岐阜市等における大規模不法投棄事件に対する国の取組方針、硫

酸ピッチ問題への国及び地方自治体の対応状況、ゴミ固形化燃料施設の事故防止策等につ

いて質疑を行った。質疑終局後、日本共産党より廃棄物処理施設の設置許可に関わる特例

に関する規定を削除すること等を内容とする修正案が提出され、採決の結果、修正案は否

決され、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決された。なお、附帯決議が付された。

　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律案は、海洋における

廃棄物の処理に関する規制の一層の充実が求められている国際的動向等にかんがみ、廃棄

物の船舶からの海洋投入処分を許可制にするとともに、海域における焼却を禁止する等の

措置を講じようとするものである。委員会においては、ロンドン条約96年議定書の締結時

期と発効の見通し、廃棄物の海洋投入処分の現状とその削減に向けた今後の取組等につい

て質疑が行われ、全会一致をもって可決された。

　大気汚染防止法の一部を改正する法律案は、浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントに

よる大気汚染の現況にかんがみ、これらの原因物質の一つである揮発性有機化合物（ＶＯ

Ｃ）について、工場等の固定発生源からの排出規制措置等を講じようとするものである。

委員会においては、排出規制による大気環境の改善効果、法規制と企業の自主的取組の組

合せを採用した経緯とその進め方、殺虫剤等の家庭用品におけるＶＯＣの使用実態と消費

者保護対策等について質疑が行われ、全会一致をもって可決された。

　環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する

法律案は、環境と経済が好循環する社会を構築していくためには、環境報告書の作成等に

よる事業者の自主的な環境配慮の取組が極めて重要となっている情勢にかんがみ、環境報

告書の普及及び信頼性確保のための措置を講ずるとともに、特定事業者に対してその作成

を義務付けること等により、環境に配慮した事業活動の促進を図ろうとするものである。

委員会においては、環境と経済の統合、特定事業者の政令指定要件、事業者による環境配

慮活動促進策等について質疑が行われ、全会一致をもって可決された。

　〔国政調査等〕

　３月11日、環境及び公害問題に関する調査を行うことを決定した。環境行政の基本施策

について小池環境大臣から所信を聴取するとともに、平成16年度環境省予算及び環境保全



経費等の概要について加藤環境副大臣から、公害等調整委員会の業務について加藤公害等

調整委員会委員長から、それぞれ説明を聴取した。

　３月18日、環境行政の基本施策及び公害等調整委員会の業務等について質疑を行った。

主な質疑は、鳥インフルエンザ問題等に関する環境省の取組状況、米国・ロシアの京都議

定書批准への働きかけ、金融のグリーン化への促進方策、茨城県神栖町等における旧軍毒

ガス弾による健康被害問題、泡瀬干潟の埋立と希少生物種の保存、中国における旧軍遺棄

化学兵器問題への政府の対応、戦争行為による環境影響についての調査の必要性等である。

　３月24日、予算委員会から委嘱された平成16年度総務省所管のうち公害等調整委員会及

び環境省所管の予算について審査を行い、平成16年度予算における廃棄物処理施設の整備

方針、廃棄物の減量方策と環境省の役割、京都議定書における森林吸収量の算定方法、地

球温暖化対策推進大綱見直しに関する環境省の認識、岐阜市における産業廃棄物の不法投

棄事件、林野庁による南会津国有林違法伐採事件等について質疑を行った。



　（２）委員会経過

○平成16年３月11日（木）（第１回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○環境及び公害問題に関する調査を行うことを決定した。

　○環境行政の基本施策に関する件について小池環境大臣から所信を聴いた。

　○平成16年度環境省予算及び環境保全経費等の概要に関する件について加藤環境副大臣

　　から説明を聴いた。

　○公害等調整委員会の業務等に関する件について加藤公害等調整委員会委員長から説明

　　を聴いた。

○平成16年３月18日（木）（第２回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○環境行政の基本施策に関する件及び公害等調整委員会の業務等に関する件について小

　　池環境大臣、加藤環境副大臣、砂田環境大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行っ

　　た。

　　　　〔質疑者〕小泉顕雄君（自民）、海野徹君（民主）、渡辺孝男君（公明）、岩佐恵美

　　　　　　　　君（共産）、田英夫君（社民）、高橋紀世子君（みどり）

○平成16年３月24日（水）（第3回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○平成十六年度一般会計予算（衆議院送付）

　　平成十六年度特別会計予算（衆議院送付）

　　平成十六年度政府関係機関予算（衆議院送付）

　　　（総務省所管（公害等調整委員会）及び環境省所管）について小池環境大臣、加藤環

　　境副大臣、市川農林水産副大臣及び政府参考人に対し質疑を行った。

　　　　　〔質疑者〕清水嘉与子君（自民）、小林元君(民主）、山下栄一君（公明）、岩佐

　　　　　　　　　恵美君（共産）、高橋紀世子君（みどり）

　　　本委員会における委嘱審査は終了した。

○平成16年４月６日（火）（第４回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律案(閣法第125号）につ

　　いて小池環境大臣から趣旨説明を聴き、

　　外来生物種規制法案（参第10号）について発議者参議院議員小川勝也君から趣旨説明

　　を聴いた。

○平成16年４月８日（木）（第5回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律案（閣法第125号）



　　外来生物種規制法案（参第10号）

　　　以上両案について発議者参議院議員谷博之君、同小川勝也君、小池環境大臣、加藤

　　　環境副大臣、砂田環境大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行った。

　　　　　〔質疑者〕小泉顕雄君（自民）、ツルネンマルテイ君（民主）、渡辺孝男君（公明）、

　　　　　　　　　岩佐恵美君（共産）、田英夫君（社民）、高橋紀世子君（みどり）

○平成16年４月13日（火）（第６回）

　○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律案(閣法第125号）

　　外来生物種規制法案（参第10号）

　　　以上両案について参考人放送大学教授岩槻邦男君、財団法人世界自然保護基金ジャ

　　　パン自然保護室次長草刈秀紀君、社団法人日本動物保護管理協会会長藏内勇夫君及

　　　び独立行政法人森林総合研究所鳥獣生態研究室長山田文雄君から意見を聴いた後、

　　　各参考人に対し質疑を行った。

　　　　　〔質疑者〕小泉顕雄君（自民）、小林元君（民主）、岩佐恵美君（共産）、田英夫

　　　　　　　　　君（社民）、高橋紀世子君（みどり）、山下栄一君（公明）

○平成16年４月15日（木）（第７回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律案（閣法第125号）

　　外来生物種規制法案（参第10号）

　　　以上両案について発議者参議院議員小川勝也君、小池環境大臣、加藤環境副大臣及

　　　び政府参考人に対し質疑を行い、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に

　　　関する法律案（閣法第125号）について討論の後、可決した。

　　　　　〔質疑者〕谷博之君（民主）、渡辺孝男君（公明）、岩佐恵美君（共産）、高橋紀

　　　　　　　　　世子君（みどり）

　　　　　（閣法第125号）賛成会派　自民、公明、共産、社民、みどり

　　　　　　　　　　　　反対会派　民主

　○廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第71号）（衆議院

　　送付）について小池環境大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成16年４月20日（火）（第８回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第71号）（衆議院

　　送付）について小池環境大臣、砂田環境大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行っ

　　た後、可決した。

　　　　〔質疑者〕愛知治郎君（自民）、ツルネンマルテイ君（民主）、小林元君（民主）、

　　　　　　　　渡辺孝男君（公明）、岩佐恵美君（共産）、田英夫君（社民）、高橋紀世

　　　　　　　　子君（みどり）



　　　　（閣法71号）賛成会派　自民、民主、公明、共産、社民、みどり

　　　　　　　　　反対会派　なし

　　　なお、附帯決議を行った。

○平成16年４月22日（木）（第９回）

　○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第119号）

　　　（衆議院送付）について小池環境大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成16年５月11日（火）（第10回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第119号）

　　　（衆議院送付）について小池環境大臣、加藤環境副大臣、砂田環境大臣政務官及び政

　　府参考人に対し質疑を行った後、可決した。

　　　　〔質疑者〕小泉顕雄君（自民）、小林元君（民主）、渡辺孝男君（公明）、岩佐恵美

　　　　　　　　君（共産）、田英夫君（社民）

　　　　（閣法第119号）賛成会派　自民、民主、公明、共産、社民、みどり

　　　　　　　　　　　反対会派　なし

○平成16年５月13日（木）（第11回）

　○大気汚染防止法の一部を改正する法律案（閣法第120号）（衆議院送付）について小池

　　環境大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成16年５月18日（火）（第12回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○大気汚染防止法の一部を改正する法律案（閣法第120号）（衆議院送付）について小池

　　環境大臣、加藤環境副大臣、砂田環境大臣政務官、菅経済産業大臣政務官、政府参考

　　人及び参考人独立行政法人国民生活センター理事藤村勝君に対し質疑を行った後、可

　　決した。

　　　　〔質疑者〕愛知治郎君（自民）、小林元君(民主）、渡辺孝男君（公明）、岩佐恵美

　　　　　　　　君（共産）、田英夫君（社民）、高橋紀世子君（みどり）

　　　　（閣法第120号）賛成会派　自民、民主、公明、共産、社民、みどり

　　　　　　　　　　　反対会派　なし

○平成16年５月20日（木）（第13回）

　○環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関す

　　る法律案（閣法第121号）（衆議院送付）について小池環境大臣から趣旨説明を聴いた。



○平成16年５月25日（火）（第14回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関す

　　る法律案（閣法第121号）（衆議院送付）について小池環境大臣、加藤環境副大臣、砂

　　田環境大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行った後、可決した。

　　　　〔質疑者〕小泉顕雄君（自民）、ツルネンマルテイ君（民主）、山下栄一君（公明）、

　　　　　　　　岩佐恵美君（共産）、高橋紀世子君（みどり）

　　　　（閣法第121号）賛成会派　自民、民主、公明、共産、みどり

　　　　　　　　　　　反対会派　なし

　　　　　　　　　　　欠席会派　社民

○平成16年６月15日（火）（第15回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○請願第77号外８件を審査した。

　○環境及び公害問題に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。



　　（３）議案の要旨・附帯決議

　①成立した議案

　　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第71号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　　本法律案は、硫酸ピッチの不適正な保管や廃棄物の処理施設における甚大な事故の発生

　など、最近における廃棄物の処理をめぐる状況にかんがみ、その適正な処理を確保するた

　め、廃棄物が地下にある土地の形質の変更の届出、指定有害廃棄物の処理の禁止、特定の

　処理施設における事故時の措置等を講じようとするものであり、その主な内容は次のとお

　りである。

　一、産業廃棄物の不適正処理の事案に対処するため緊急の必要があると認めるときは、環

　　境大臣は、都道府県知事に対し、必要な指示をすることができることとする。

　二、人の健康又は生活環境に係る重大な被害を生ずるおそれがある指定有害廃棄物（政令

　　で定める見込みの硫酸ピッチ）の不適正な処理を直罰をもって禁止することとするほか、

　　廃棄物の不法投棄や不法焼却の目的で廃棄物の収集又は運搬をした者を処罰の対象とす

　　るなど、不法投棄の撲滅に向けた罰則の強化を行うこととする。

　三、廃棄物の最終処分場の跡地などにおいて土地の形質の変更を行おうとする者に対し、

　　その施行方法等を都道府県知事へ届け出ることを義務付けるなど、廃棄物が地下にある

　　土地の形質の変更による生活環境の保全上のリスクを管理するための制度を創設するこ

　　ととする。

　四、ごみ固形化燃料施設など、廃棄物の特定の処理施設において事故が発生し、廃棄物の

　　飛散など生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、その施設の

　　設置者に応急措置の実施及び都道府県知事への事故の状況等についての届出義務を課す

　　など、廃棄物の処理施設における事故時の措置に関する制度を創設することとする。

　五、廃棄物処理施設の設置手続を円滑に進め、再活用を促進するため、過去に許可を受け

　　て設置された廃棄物処理施設と、その設置の場所、施設の種類、処理能力などの事項が

　　同一の廃棄物処理施設の設置許可の申請については、生活環境影響調査書の添付及び公

　　衆の縦覧を要しないこととする。

　六、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令

　　で定める日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【附帯決議】

　　政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

　一、循環型社会の構築を目指し、各種リサイクル法の施行状況を踏まえ必要な措置を講ず

　　るとともに、経済的手法も含め、廃棄物の減量化への取組について検討を進めること。

　二、市町村が適正に処理できない一般廃棄物の品目・量等について、実態を速やかに把握

　　するとともに、それらのリサイクルを含め、適正な処理のあり方について検討を行い、

　　必要な措置を講ずること。

　三、廃棄物の不適正処理に対しては、行政処分による厳正な対処が行われるよう、引き続



　き、都道府県等に求めるとともに、大規模な不法投棄等に対しては、国として早急かつ

　的確な対応を都道府県等に対し行うこと。また、岐阜市の事案のように実態がいまだ把

　握されていない大規模な不法投棄事案があることから、早急に全国調査を実施し、その

　結果を公表すること。

四、廃棄物処理の実態の把握や不法投棄等を防止するため、地方公共団体の担当職員や環

　境省地方環境対策調査官の増員、警察等との連携等、その体制の整備に十分努めること。

五、硫酸ピッチの不適正処理の問題に対しては、硫酸ピッチの発生そのものが違法行為で

　あることから、引き続き、関係省庁一体となって対応を進めるとともに、不適正保管な

　どに迅速に対処できるよう、都道府県等への財政的・技術的支援に努めること。

六、廃棄物処理施設において事故が発生した場合には、周辺住民等に対して速やかに情報

　を提供するよう徹底するとともに、環境影響・健康影響を最小限とするよう努めること。

　また、RDFについては、ごみ固形燃料の製造・利用に関するガイドライン等の徹底を

　図るとともに、必要な措置を講ずること。

七、廃棄物が地下にある土地について指定区域を指定するに当たっては、指定漏れがない

　よう土地の履歴調査を十分行うよう徹底すること。また、土地の形質の変更により生活

　環境保全上支障が生じた場合には、被害が拡大しないよう迅速な対応を行うとともに、

　情報の透明性を確保するよう徹底すること。

八、廃棄物処理施設の設置の許可に関する規制の合理化については、不適正処理が生じな

　いよう厳格に運用し、適正処理の確保に万全を期すこと。

九、必要な廃棄物処理施設の確保のため、国民の理解を得ながら安心できる施設整備を図

　るとともに、必要な財政的措置を講ずるよう努めること。特に首都圏、近畿圏の廃棄物

　については、域内で可能な限り処理が行われるよう、必要な処理施設の整備を推進する

　こと。

十、産業廃棄物の適正処理をより一層確保するため、電子マニフェストの義務化も視野に

　入れつつ、その普及拡大のための方策を引き続き検討すること。また、排出事業者が信

　頼できる処理業者を選択することができるよう、優良な処理業者の育成を図るとともに、

　処理業者に関する情報提供のシステムを充実すること。さらに、廃棄物の最終処分場に

　ついては、残余容量等の実態を迅速かつ正確に把握し、公表すること。

十一、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル

　法）の評価・検討に当たっては、循環型社会形成推進基本法の考え方も踏まえ、廃棄物

　の排出抑制など様々な論点について十分な検討を行うこと。

　　右決議する。

　　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律案（閣法第119号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、海洋における廃棄物の処理に関する規制の一層の充実が求められている国

際的動向等にかんがみ、船舶からの海洋への排出が認められる廃棄物の海洋投入処分を許

可に係らしめる等の措置を講ずるとともに、廃棄物の海域における焼却の規制を強化する



等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、船舶又は海洋施設から廃棄物の海洋投入処分をしようとする者は、環境大臣の許可を

　受けなければならないこととする。

二、船舶又は海洋施設から廃棄物を排出しようとする者は、当該廃棄物の船舶又は海洋施

　設への積込み前に、海上保安庁長官の確認を受けなければならないこととする。

三、何人も、船舶又は海洋施設において、船舶又は海洋施設において発生する油等以外の

　油等の焼却をしてはならないこととする。

四、環境大臣の許可を受けてする海洋施設の廃棄等を除き、船舶等を海洋に捨ててはなら

　ないこととする。

五、環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、廃棄物の海洋投入処分及び海洋

　施設の廃棄に関し、報告を求め、立入検査を行うことができることとする。

六、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令

　で定める日から施行する。

　　　　　　　　大気汚染防止法の一部を改正する法律案（閣法第120号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントによる大気汚染の現況にかんがみ、

これらの物質の生成の原因となる物質である揮発性有機化合物の排出等を抑制するため、

揮発性有機化合物排出施設の届出を義務付けるとともに、当該施設に係る排出基準につい

て定めることその他の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりであ

る。

一、揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制に関する施策その他の措置は、この法律によ

　る排出規制と事業者が自主的に行う排出抑制のための取組とを適切に組み合わせて、効

　果的な揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制を図ることを旨として実施されなければ

　ならないこととする。

二、揮発性有機化合物の排出量が多いためにその規制を行うことが特に必要である施設を、

　揮発性有機化合物排出施設として指定し、その種類及び規模ごとに揮発性有機化合物の

　排出濃度基準を定め、当該施設から揮発性有機化合物を大気中に排出する者に対して排

　出濃度基準の遵守を義務付けるとともに、遵守義務違反に係る改善命令等の制度を併せ

　て設けることとする。

三、揮発性有機化合物排出施設の設置等について都道府県知事に届け出なければならない

　こととするとともに、当該施設が排出基準に適合しないと認めるときは、施設の構造、

　使用等の変更等を命ずることができること等とする。

四、事業者等に対する揮発性有機化合物の排出の抑制等に係る責務の規定、改善命令等に

　違反した場合の罰則その他の規定の整備等を行うこととする。

五、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令

　で定める日から施行する。



　　環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進

　　に関する法律案（閣法第121号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、環境と経済が好循環する持続可能な社会を構築していくためには、環境報

告書の作成等による事業者の自主的積極的な環境配慮の取組が極めて重要となっているこ

とにかんがみ、環境報告書の普及及び信頼性の確保のための措置を講じるとともに、特定

事業者に対してその作成を義務づけること等により、環境に配慮した事業活動の促進を図

ろうとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、事業活動に係る環境情報の提供及び利用に関し、国等の責務を明らかにするとともに、

　特定事業者に対して環境報告書の作成及び公表を義務づけること等により、事業活動に

　おける環境配慮が適切になされることを確保することを目的とする。

二、国及び地方公共団体が、自らの環境配慮の取組状況を毎年公表すべき旨を規定するこ

　ととする。

三、環境報告書の記載事項等に関しては、幅広く民間の協議会等の意見を聴いて定めるべ

　き旨を規定することとする。

四、特定事業者は環境報告書の作成及び公表を行い、また、記載事項等に従った作成がな

　されているか否かの自己評価の実施、第三者審査を受けること等により、その信頼性を

　高めるように努めることとする。

五、大企業者は、環境報告書の公表その他の環境配慮等の状況の公表を行うように努める

　とともに、その情報の信頼性を高めるように努めることとする。

六、国は、中小企業者に対して、環境配慮の状況の公表の方法に関する情報の提供等を行

　うこととする。

七、環境報告書の利用の促進を図るため、国は、環境報告書の収集、整理及び公表を行う

　団体について、その情報を広く提供するなど所要の措置を講ずることとする。

八、この法律は、平成17年４月１日から施行する。

　　特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律案（閣法第125号）（先議）

　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、海外から我が国に導入される外来生物であって、我が国の在来生物と性質

が異なることにより、我が国の生態系、人の生命若しくは身体又は農林水産業に係る深刻

な被害や、そのおそれを生じさせているものを特定外来生物として指定し、特定外来生物

の飼養、栽培、輸入その他の取扱いを原則禁止するほか、国等による特定外来生物の防除

等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、主務大臣は、中央環境審議会の意見を聴いて特定外来生物による生態系等に係る被害

　を防止するための基本方針の案を作成し、これについて閣議の決定を求めることとする。

二、特定外来生物の飼養、栽培、保管又は運搬、輸入その他の取扱いは、学術研究等の目

　的で特定外来生物の飼養等をすることについて主務大臣の許可を受けた場合を除き、禁



　止することとする。

三、特定外来生物による生態系等に係る被害の発生を防止するため必要があるときは、主

　務大臣及び国の関係行政機関の長は、その内容等を公示して防除を行うこととする。ま

　た、地方公共団体又は国及び地方公共団体以外の者は、その行う防除について主務大臣

　の確認又は認定を受けることができることとする。さらに、これらの防除については、

　本法等の規制の特例を認めることとする。

四、生態系等に係る被害を及ぼすおそれがある疑いのある未判定外来生物の輸入をしよう

　とする者は、あらかじめ主務大臣に届け出て、当該被害を及ぼすおそれがあるものでな

　い旨の通知を受けた後でなければ、その未判定外来生物を輸入してはならないこととす

　る。

五、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令

　で定める日から施行する。

②審査未了となった議案

　　　　　　　　　　　　　外来生物種規制法案（参第10号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、国内生物種台帳を整備し、侵略的外来種については「特別特定外来生物種」

と「特定外来生物種」に分けて環境省令で指定し、輸入や飼養等の規制を行い、また、未

知の外来種については輸入に当たりリスク評価を行う等の措置を講じようとするものであ

る。




